
実績値

（Ｒ３.３.31現在）

1
・ハローワークにおける正社員求人の積極的な確
保や、正社員就職に向けた担当者制による支援
等マッチングの強化。
・キャリアアップ助成金の活用促進による正社員
転換等の推進。
・就職氷河期世代活躍支援プランに基づき、県、
経済団体等とプラットフォームを設置し、就職氷
河期世代の支援に向けた取組みを推進する予
定。

ハローワークによる正社員
就職・正社員転換数の確
保。

Ｈ28年度からＲ２年度
にかけて　65,400人
（Ｈ28‐Ｒ２年度累計）
を確保する。

Ｒ２年度実績
9,155人
（Ｈ28～Ｒ２年度
実績:55,873人）

2
・中学校・高等学校での職業意識形成支援と合
わせた、地元産業・企業理解促進事業などの実
施。
・就職支援ナビゲーター等による定着支援。
・ユースエール認定企業・くるみん認定企業等の
職場定着に取り組んでいる優良企業とのマッチン
グ促進。

新規学校卒業就職者の３
年以内離職率の改善。

Ｈ28年度からＲ２年度
にかけてユースエール
認定企業20社を新規
確保する。

ユースエール:２件
（17件（うち取消５件））
※（）はＨ28年度以降の
累計

岩手県のＨ29年３月卒就
職者の３年以内離職率
※（）はＨ28年３月卒
〇大　学
37.9％（37.2％）
〇短大等
37.5％（40.8％）
〇高　校
37.8％（38.2％）

３
・岩手県で実施する移住、Ｕ・Ｉターンイベントへの
共催等による協力（職業相談、求人情報一覧の
提供等）
・東京圏及び宮城の労働局と連携し、岩手県への
就職希望者に対する岩手県の企業情報・生活情
報・イベント情報の情報提供を行う。

ＵＩＪターン希望者と県内就
業地企業とのマッチング
機会の提供。

４
・同一労働同一賃金など雇用形態に関わらない
公正な待遇の確保や非正規雇用労働者の処遇
改善を促進する。

キャリアアップ助成金を活
用した有期契約から正規
雇用等への転換数の確
保。

年間240人を確保す
る。

Ｒ２年度実績359人

５
・岩手県働き方改革推進支援センターの利用促
進や各種助成制度の周知及び、岩手県による
「働き方改革」を積極的に推進するため、「いわて
働き方改革推進運動」を広く周知。

センター相談件数
（３月末日現在）
1,063件

６
・女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点
的に推進する。

・301人以上の事業主行
動計画の届出。
・えるぼし認定企業の確
保。

該当事業主の100％
届出を確保する。

・届出率
100％
・えるぼし
　５件（17件）
※()はH28年度以降の累
計

　　令和２年度　各構成団体の取組について
若者や女性の岩手での就業（起業を含む。）の推進に資する各構成団体の取組等

取組内容 取組目標 目標値
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

７
・男女とも仕事と育児が両立できる職場環境の整
備を推進する。

くるみん認定企業の確保。 Ｈ28年度からＲ２年度
にかけて15社を新規
確保する。

・くるみん、プラチナくるみ
ん
３件(20件)
※()はH28年度以降の累
計

８
・職場におけるハラスメント撲滅対策を推進する。
また、相談対応に当たっては、迅速な対応を図
る。

ハラスメント撲滅月間に集
中的な広報等を実施。

・関係機関への周知
・監督署、安定所（19ケ
所）、経営者団体（３ケ
所）、商工団体（34ケ
所）、労働基準協会（８ケ
所）、労働者団体（２ケ
所）
・岩手労働局HPへ周知
掲載

９
・雇用を守るための支援
・特例措置を抜本的に拡充した雇用調整助成金
及び新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・
給付金について、その周知及び迅速な支給に取り
組む。
・失業なき労働移動を促進する観点から、公益財
団法人産業雇用安定センター岩手事業所との緊
密な連携を図る。

１　令和２年度東日本大震災被災地域中小企業
等人材確保支援事業として、以下を実施。（岩手
県中小企業団体中央会に委託。）

(1)人材確保定着セミナー (1)人材確保・育成・定着
の強化

(1)６回程度開催 岩手県中小企業団体中
央会の欄参照

(2)専門家派遣による企業の人材確保・育成・定
着の強化（ハンズオン支援）

(2)企業の人材力強化 (2)支援企業30社以
上

(3)企業の魅力発信 (3)企業の魅力発信 (3)支援企業含む30社
以上

(4)県内人材等とのマッチング支援 (4)企業が求める人材の
確保

(4)マッチングイベント２
回以上、支援企業を
含む被災地企業の中
から３０社以上参加

(5)定着支援 (5)人材の定着 (5)定着支援５社程度

(6)優良事例の収集
　本事業を活用し、人材の確保・定着に繋がった
中小企業等の優良事例を収集し、東北地域で展
開

(6)東北各県企業の優良
事例の周知

(6)５社程度収集

(7)ＵＩＪターン促進事業と連携し、首都圏人材との
マッチング等を実施。

(7)企業が求めるＵＩＪ人材
の確保

(7)セミナー・ワーク
ショップへ支援企業各
１社参加支援
マッチング：支援企業
10社参加
doda掲載：10社
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

(8)新しい生活様式に対応した採用等オンライン
化支援

(8)企業の採用等オンライ
ン化促進

(9)就職氷河期世代の求職者を対象としたマッチ
ングを実施。

(9)就職氷河期世代の求
職者の就職促進

(9)参加企業10社程
度

２　令和２年度東日本大震災被災地域中小企業
等人材確保支援事業（被災地企業に対するプロ
ボノ派遣事業）として、以下を実施（一般社団法
人ＩＭＰＡＣＴ　Ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎ　Ｊａｐａｎに委託。）

　プロボノ（社会貢献を行うボランティア活動）とい
う働き方及びプロボノ人材の活用について、被災
地域企業及び首都圏人材への普及啓発を実施
するとともに、被災地企業の商品・サービス等の
課題解決のために、首都圏からのプロボノ派遣モ
デル事業を実施する。
（今回はすべてオンラインでの実施を予定）

(1)被災地企業に対する普及啓発イベント (1)プロボノ活動についての
普及啓発

(1)イベント３回、体感
プロジェクト（３weeksプ
ロジェクト）３件程度実
施

イベント３回、体感プロジェ
クト（３weeksプロジェクト）
３件実施済

(2)首都圏人材に対する普及啓発イベント (2)プロボノ活動についての
普及啓発

(2)イベント３回 イベント３回実施済

(3)プロボノマッチングイベント
被災地企業における新たな商品・サービス等を開
発するプロジェクトを募集し、プロボノ参加者とマッ
チング。

(3)課題解決に貢献する
人材とのマッチング

(3)マッチングイベント１
回以上

マッチングイベント２回実
施済

(4)プロボノモデル事業
首都圏等からプロボノ活動を行う人材を被災地企
業に派遣し、被災地企業の課題解決を支援。

(4)被災地企業の課題解
決

(4)プロジェクト５件程度 プロジェクト５件実施

(5)自立化に向けた取り組み
被災地域をモデルとして、首都圏等からプロボノ
活動を行う人材を被災地企業に派遣する取組の
自立のための仕組みを検討。

(5)プロボノ派遣事業の来
年度以降の自立化

⑸自主事業として自立

３　令和２年度東日本大震災被災地域中小企業
等人材確保支援事業（水産加工業等イノベーショ
ン人材確保事業）（株式会社フィッシャーマン・
ジャパン・マーケティングに委託。）

主に三陸沿岸の基幹産業である水産加工業等に
対して、経営環境の変化に対応した強い競争力
を有する事業モデルの開発、経営システムの構
築及び新市場の開拓等のイノベーションを図り、そ
の上でそれぞれの企業に応じた人材確保及び定
着を支援。
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

(1)水産事業プランニング講座（事業革新人材育
成事業）

(1)水産加工業のイノベー
ションを担う次世代人材の
育成

(1)参加企業数12社
程度

全５回実施済
（参加企業12社）

(2)テーマ別研究会の開催支援 (2)地域での共通課題の
解決・実践

(2)５テーマ×５回程 ４テーマ採択、実施済

(3)マッチング支援（オンラインマッチングイベント、
副業・兼業マッチング等）

(3)主に副業・兼業等人材
の確保

(3)イベント参加者数
300名程度、マッチン
グ支援企業数７社程
度

国内外から約650名（４
日間でのべ1,000名）が
申込・視聴
マッチング支援６社（16
名）実施済

(4)定着支援 (4)人材の定着 (4)参加者12名程度 (4)計７社９名参加

１　ジョブカフェいわて等が開催する勉強会（例：
高校生の就職支援を考える勉強会）やイベントに
対して後援

年２回 （実績なし）

２　各私立高等学校においては、それぞれの学校
法人の考え方、方針に基づき、キャリア教育を推
進するとともに、就職支援相談員の配置、生徒の
企業訪問、体験実習、就職ガイダンスの開催な
ど、生徒の進路（就職）希望に応じた取組みを
行っており、これらの取組みを通じて県内就職の
割合が高まることが期待される。

各私立高等学校の就
職率100％
（私立高等学校12校
の県内就職率等につ
いては、(公財)岩手県
私学振興会が岩手県
学事振興課から調査
を受託し県に報告して
いる。）

１
・高卒時点での就職希望者全員が希望を達成す
るよう取り組むと共に、職場に定着することをねら
いとして、一人ひとりに適したきめ細かな進路指導
を展開する。

(1)令和３年３月卒業予定
者の就職希望者の内定
支援

(1)県全体就職内定率
９９％

(1)99.3％
(岩手労働局
３月末現在)

・企業情報や求人情報の収集・提供と職場開拓
等のために、就業支援員との綿密な連携を図る。
・普通高校におけるキャリア教育を推進するため
の情報提供を積極的に行う。（県高等学校教育
研究会進路指導部会・就職専門部）

(2)就業支援強化校13校
の内定実績を高める

(2)就業支援強化校の
内定
１００％

(2)99.9％
(県教委より情報提供３月
末現在)

２
・高卒で就職を希望する生徒の県内就職を促進
するために、県内他部局と連携した事業を積極的
に活用する。

(1)新卒者が県内に就職
する割合を高める

(1)県内就職率84．
５％(いわて県民計画
目標値)

(1)71.3％
(岩手労働局
３月末現在)

・生徒が、岩手で働き、暮らすことの魅力を理解で
きる事業の周知と参加を推奨する。

(2)「未来とワタシゴト創造
プロジェクト」(8/6～7予
定)の参加推進

(2)20校50名参加 (2)実施
25校45名参加

(3)「ふるさと発見！大交
流会inIWATE」(未定)の周
知と参加要請

(3)14校1,900名 (3)中止
代替事業を実施確認中

(4)普通高校における地元
社会人との交流事業推進

(4)実施５校以上 (4)上記(3)に含める
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

岩
手
県
高
等
学

校
長
協
会

３
・校長協会のネットワークを活用して、各校が取り
組むキャリア教育の実践例や地域との連携事例
の収集と共有を図り、各校のキャリア教育に生か
す。
・県外へ進学・就職した卒業生に、岩手の魅力や
地元企業を知る企画等の情報を提供し、Ｕ・Ｉター
ンを促進する。

(１)校長協会就職対策委
員会による情報整理。

(２)校長協会各種会議へ
の資料提示。

(１)年間２回以上の開
催

(２)年間３回以上の資
料提供

(1)メールよる実態アン
ケート調査・結果を提供
(2)「Ｒ１岩手県の若年者
雇用動向調査結果」の提
供

１　初年次学生を対象としたキャリア形成支援事
業を実施し、早めに自身の将来設計に取り組む必
要性を意識付ける。

入学後早い段階でキャリ
ア形成に取り組むことの重
要性を意識付ける。

(１)学部新入生・編入学生及び大学院修士課程
の新入生全員を対象とした進路に関するアンケー
ト調査を実施する。

1（1）4月に実施済

(２)新入生向けの「ココカラガイダンス」（全8回）を
新たに実施する。

1（2）5月に延べ6回実施
（計648名受講）
12月に延べ３回実施（計
39名受講）

２　岩手県内及び東北地区の経済団体・自治体・
企業等と連携し、各種ガイダンス冒頭で新たに
「事業所タイム」を複数回実施するなど、学生の
県内及び東北地区の事業所認知度向上を図る。

県内及び東北地区の事
業所認知度向上

「ジモト企業PRタイム（事
業所タイムから改称）」を
Webで行うこととし、各種
ガイダンス冒頭で計５回
実施した。

３　企業等に対して、効果的な求人票の提出方
法及び学生が就職活動で何を求めているか等に
ついての理解促進を図るための情報提供を行う。

求人票提出に関する企業
側の理解促進

岩手経済同友会や岩手
県中小企業団体中央会
等を通して、学生の就活
時の関心事や求人票の
提出方法等に関する情
報を提供した。

１
(１)学生が自身でインターンシップに参加すること
に対する、事前学習会の実施

(１)インターンシップ参加
者への支援

特に定めない
（インターンシップ参加
者については、新型コ
ロナウィルスの影響で
中止となっているイン
ターンシップ事業もあ
り、一概に経年を参考
とした指標を設定でき
ないため）

(1)７月８日、７月15日に
就活年次生を除く全学生
にオンデマンド配信を実
施した。
１月６日に春期インターン
シップの説明会を実施し
た。

(２)【コロナ対応】連携事業中止に代替するイン
ターンシップ紹介のWEBイベントの実施

(２)新型コロナウィルス影
響下における、インターン
シップの代替事業の実施

(2)オンライン業界研究イ
ベントを６月18日、22
日、25日に実施し、30名
の学生が参加した。

岩
手
大
学

岩
手
県
立
大
学
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

２
(１)県内企業、病院、自治体等について、学生の
理解促進のための事業の実施

県内就職率の増加 県内就職率55％ 県内就職率47.3％
（見込数値）
(1)県内企業の魅力等を
理解することを目的とし
て、12月２日に業界研究
セミナー（県内企業キャラ
バン）を実施し、191名の
学生が参加した。
県内の看護実践の魅力
について理解を深めること
等を目的として、看護学
部３年生を対象とした
キャリアセミナーをWEB配
信で実施した。

(２)県内企業を優先とした企業説明会の実施 (2)令和３年３月に合同企
業説明会を実施し、企業
113社（うち県内企業93
社）、学生570名が参加
した。

(３)公務員志望学生の進路実現に向けた地域公
共人材研究センターによる支援及び公務員試験
対策講座の継続実施

(3)公務員試験対策講座
については、受講者89人
を対象にオンラインで実
施した。

３
(１)就業力育成のための新たな科目（地域志向
科目）の実施

低学年時からの就業力の
涵養

特に定めない (1)教養科目の領域に、
地域を担う当事者意識と
就業力を涵養することを
目的として「キャリア地域
学習」を開講し、1年生５
名が履修し、夏季休業期
間中に就業体験を行っ
た。

上記を経て、後期は事後
学習を行い、12月11日
に岩手県中小企業家同
友会に地域企業や経済
活動等について講演をい
ただいた。

(２)低学年からのキャリアセミナー・業界研究セミ
ナーの実施

(2) 県内企業の魅力等を
理解することを目的とし
て、12月２日に業界研究
セミナー（県内企業キャラ
バン）を実施した。（再掲）

４　大学が仲介する「インターンシップin東北」の春
季インターンシップの実施。

インターンシップへの参加
促進

２～３月に実施し、10名
の学生が参加した。

岩
手
県
立
大
学
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

１　職業意識、就業意識の啓発に関すること及び
就職支援に関する業務を行う学生キャリア支援
室の設置

学生キャリア支援室の設
置

― 令和２年４月１日付で設
置済み

２　キャリアガイダンスの実施 学生の就職支援（各学年
１回以上）

― ４年生：６月８日
３年生：10月20日
２年生：11月26日
１年生：令和３年１月27
日

３　県内病院へのインターンシップ参加を呼び掛
ける

岩手県内就職者の推進 ― 県内へのインターシップ：
８件

県内各団体等と連携した事業を実施する
・岩手県による県内企業等紹介キャラバン
・専門職を中心とした県内事業所等バスツアー
・県内事業所等でのインターンシップ
・県内就職イベント等の学生への周知

大学生の県内就職率の
維持・向上

数値としては設定なし
・中止
・中止
・27名
・マッチングフェア、いわて
キラリ等の県内イベント
を、メール、LINEで告知し
参加を奨励した。

【コロナ対応】
学内合同企業説明会の開催

就職率の向上 コロナ対策に配慮して対
面式で開催
参加事業所60社
参加学生約250名

【コロナ対応】
学内個別説明会のオンライン開催

就職率の向上 対面式説明会の代替え
開催
約10社

【コロナ対応】
企業による大学訪問のオンライン対応

対面訪問の代替え対応
県外事業所数社

１ キャリア教育と就職支援の連携 就業力の育成

(１)「イーハトーブ・キャリアプラン」に基づき、社会
を逞しく生きぬくための実践力を備え、地域社会と
連携して地域創生に貢献できる学生を育成し、実
就職率の向上と就職先企業の精選充実に努め
る。

実就職率の向上 ・95％ ・97.0％

(２)地域優良企業等の調査・研究と、学生の就職
選択肢に資する情報の提供

公務員・優良企業への就
職率の向上

・40％ ・40.5％

(３)父母等懇談会を通した、保護者との連携によ
る就職支援

中止

(４)各種資格取得講座、セミナー、模擬試験等の
実施

４講座

(５)卒業生就職先企業を対象としたアンケートの
実施と、勤務状況、離職状況、企業が求める人
材育成、授業内容･形態等を調査･分析

７月に実施

２ 就職支援
(１)就職ガイダンスの開催
　ア 学生ガイダンス（全学年、３年生）の開催
　イ 保護者向け就職ガイダンスの開催

多様な支援の実施 12月1回
保護者向けガイダンスは
中止

盛
岡
大
学

富
士
大
学

岩
手
保
健
医
療
大
学
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

(２)求人情報の提供
　ア 合同企業説明会等への参加促進
　イ 企業採用情報、ハローワーク求人票情報の
　　提供
　ウ 一斉メール配信、電話、掲示等による情報
　　伝達と就職活動の支援

(３) 就職相談の充実
　ア 個別面談、就職相談
　イ ジョブサポーターによるカウンセリング

ア　1,498名
イ　　　36名

(４)就職対策指導
　ア 関係科目及び就職試験対策講座(キャリア
　　センター事業)と連携による就職支援
　イ エントリーシート・履歴書作成、面接指導

(５)求人開拓
　ア 県内外企業訪問による新規企業開拓と卒業
　　生就業先の労働環境確認
　イ インターンシップ受入依頼を兼ねた求人開拓

３　インターンシップの実施
　授業と連携した受講者(２年生)全員参加のイン
ターンシップ

職業観、勤労観の育成 中止（産業人講話11回
を実施）

(１)ジョブカフェ一関とハローワーク一関の訪問依
頼
(２)実習先等への訪問時における求人の依頼
(３)「就職の手引き」の作成、配付

学生一人ひとりの適性を
尊重し進路決定のサポー
トを行う

(1)コロナウィルス感染対
策のため１ヶ月中断、そ
の後再開
(2)実施
(3)実施

(１)専門職の講師を招いての講話
(２)ジョブカフェとハローワークの講話
(３)ＯＧＯＢ懇談会

ガイダンスを通し、在学中
の勉学生活、就職活動、
職業及び勤労観を育成す
る

(1) コロナウィルス感染対
策のため一部延期
(2)実施
(3)食物栄養学科実施、
幼児教育学科コロナウィ
ルス感染対策のため中
止

(１)卒業生が就職した事業所への卒業生評価ア
ンケート

学習成果に対する評価を
知り、質を高めるために取
り組むべきことを検討する

(1)11月に実施（回収率
85%）

１　県内企業等と連携して演習・実習等を実施 県内事業所への理解を深
め、地元就職者のさらなる
増加を目指す

数値としては設定なし １については16校(43学
科)で実施した。

２　県内事業所等でのインターンシップの実施 ２について、主にＩＴ、ビジ
ネス等学科設置校にて
実施した。

３　県内業界団体等と連携した『企業説明会』の
実施

４　県内自治体等主催共催の「就職セミナー」へ
の積極参加

富
士
大
学

３、４については、各校に
て対応した。
※全て新型コロナウィル
ス感染症の影響を受け
た。

岩
手
県
専
修
学
校
各
種
学
校

修
紅
短
期
大
学
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

１．東北地区高Ｐ連の２回の進路対策委員会に
参加して、情報収集や意見交換を行うとともに、
県高Ｐ連の進路対策委員会を３回実施し、活動
内容を検討する。
第2回委員会(11/20)で、離職率の問題に関する
講演会を実施予定。

１．リーフレットを作成して
全校に配付することによ
り、会員に情報提供すると
ともに、啓蒙活動を行う。
参加者を多数募る。

１．学校を通して、でき
るだけ多くの会員に配
布する。（数値目標は
なし）

東北の進路対策委員会
はコロナのため中止。

２．会長研修会(10/16)において、定住推進・雇
用労働室長による行政説明を実施する。

２．保護者に岩手県の取
組を周知する。

・起業家育成事業
　盛岡商工会議所創業スクール

創業の促進と将来的な雇
用創出の拡大

受講者　20名
（うち２名の創業）

受講者　16名
（うち２名の創業）

・いわて健康経営宣言事業推奨
（全国健康保険協会主催）
※健康経営に取り組む企業を支援するためのプログ
ラムとして地域ポイントMORIO-Jを活用した健康経営
プログラムを推進。

健康経営に取り組む事業
所の拡大

プログラム新規実施企
業　15事業所

新規　12事業所
(累計　26事業所)

１　 若者や女性をはじめとした被災地での起業、
第二創業、新分野進出等の新たなチャレンジを
希望するものに対するハンズオン支援（経営計画
策定支援、経営支援）。

延べ70社支援
創業　14社
第二創業等　20社
経営革新等　50社

延べ70社支援
創業　14社
第二創業等　20社
経営革新等　50社

延べ58社支援
創業　９社
第二創業等　３社
経営革新　53社
　　　　計　123社

２　創業及び経営力向上等支援 経営課題解決支援
延べ246社支援

経営課題解決支援
延べ246社支援

創業者支援　89社
経営課題解決支援
延べ494社

３　次世代経営者・後継者向け伴走型支援 675社支援 675社支援 872社支援

４　次世代後継者育成塾の開催 参加者20名 参加者20名 参加者　140名

５　次世代育成支援対策推進法の趣旨説明・一
般事業主行動指針の策定等、雇用環境整備に
ついて支援

従業員の仕事と家庭の両
立をはじめ雇用環境の改
善

趣旨説明及び周知
25社

趣旨説明及び
周知　　　17社

６　いわて健康経営宣言事業の推奨 定期健診受診率100 ％
受診勧奨の取組

定期健診受診率
100 ％
受診勧奨の取組

定期健診受診率　100％

（7～３月）
各種支援策等について、
必要としている事業所の
相談対応を行う。

相談対応　21,605件
雇用人員　77人

（４～１月）
持続化給付金申請サ
ポートを行う。

2,865件

（６～１月）
家賃給付金申請サポート
を行う。

633件

（7～３月）
地域感染症対策等支援
事業補助金給付手続き
を行う。

4,339件
3,980事業所分

P
T
A
連
合
会

商
工
会
連
合
会

商
工
会
議
所
連
合
会

【コロナ対応】
７　新型コロナウィルス感染症による経営環境激
変への対応支援
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

１　人材確保・定着セミナー【東北経済産業局受
託事業】
　中小企業・小規模事業者人手不足対応ガイドラ
イン」及び「ダイバーシティ経営」等に関する生産
性向上・働き方改革セミナーを開催し、経営課題
や業務の見直し、求人像の明確化、職場環境改
善など、企業が取り組むべきポイント、一歩を踏み
出すための施策提案など、人材確保から育成・定
着につながる一貫性のある組織変革に向けた実
践につながるセミナーを６回程度開催する。

(1)人材確保に関するノウ
ハウの提供
(2)人材の明確化
(3)業務の見直し

参加企業の満足度
８０％以上

オンラインセミナー６回開
催
（延102社参加）

満足度96.4％

２　専門家派遣による企業の人材確保・育成・定
着の強化【東北経済産業局受託事業】
　本会所属のキャリアコンサルタントや中小企業診
断士等の内部専門家を活用する他、人事コンサ
ルタントや社会保険労務士等の外部専門家と
チームを形成しながらハンズオン支援を行い、中
小企業の多様な人材の確保、働き方改革の推
進、生産性向上を図り、キラリと光る強みを持った
企業の創出を目指す。

(1)働き方改革の推進
(2)人材採用活動のレベ
ルアップ
(3)生産性向上など

参加企業の満足度
８０％以上
支援対象企業
３０社以上

ハンズオン支援企業30
社

専門家派遣等
延84回実施

満足度89.3％

３　企業の魅力発信事業【東北経済産業局受託
事業】
　ア　魅力発信事業（Ｗｅｂサイト等）
　「いわて就職情報ナビサイト」を運営し、各種イベ
ント情報を随時情報配信するとともに、若者、女
性、キャリア人材向けに各カテゴリーの求人情報
を掲載し、中小企業の情報発信力強化のための
支援を行うとともに、インターネット社会に対応した
ＷＥＢマッチング環境の円滑化を図るため、次のコ
ンテンツを開発しインターネット情報配信を行う。
  イ　魅力発信事業（交流会等）
　地元企業を知ってもらう取り組みとして、「業界
研究セミナー（各大学、専門学校等と連携し、学
内で開催する企業と学生との交流会）」を開催し、
県内企業の魅力を発信する機会の提供を通じ
て、将来を見据えた優秀な人材との出会いの場
を創出する。

(1)中小企業の認知度向
上
(2)ＷＥＢ採用の推進

参加企業の満足度
８０％以上

ガイドブック
掲載企業30社

動画作成企業
10社

満足度89.3％

４　県内人材等とのマッチング支援【東北経済産
業局受託事業】
　県内中小企業に就職を目指す若者、女性、
キャリア人材等の多様な人材と採用意欲のある
中小企業とのマッチングを図るため、企業の魅力
別（例：「地域ＮＯ．１」、「オンリー１」、「残業時間
が少ない」、「女性従業員が多い職場」、「平均勤
続年数１５年以上」、「職場定着率９０％以上」
「ワークライフバランス推進」、「ユースエール認
定」など）の魅力発信・プレゼンテーション型の合
同就職説明会、企業研究セミナー等を開催し、
人材が求める職場環境ニーズと企業の魅力との
マッチングを図り、県内中小企業の人材確保を支
援する。

(1)人材の確保 人材確保成功企業数
参加企業数
６０社以上

マッチング率
10％以上

対面型とオンライン型の
ハイブリッド開催　３回開
催

参加企業
延235社

マッチング率
17%（就職・内定者数40
人）

中
小
企
業
団
体
中
央
会

10



実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

中
小
企
業
団
体
中
央
会

５　定着支援【東北経済産業局受託事業】
　内定辞退や若手従業員の早期離職の低減を図
るため、経営者や人事担当者向けの研修会等を
開催し、離職防止策の基本を押さえるとともに、若
手社員や新入社員向けに感情のセルフコントロー
ル法やレジリエンス力を鍛えるスキルアップセミ
ナーを６回程度開催し、小さな躓きに対して自己
回復力等のノウハウを取得することを通じて離職
防止を図るなど、組織ライン上の両面からの対策
を通じて定着率の向上を図る。

(1)人材の定着
(2)人材の育成

参加企業の満足度
８０％以上

ハイブリッド型セミナー開
催６回
（延104社参加）

満足度96.7％

経
営
者
協
会

・本年度も雇用動向調査を継続して実施する。
（９月実施、12月まとめ）
・調査内容は、採用計画や採用者定着のために
実施している施策及び女性の活躍推進支援状況
や施策等。
・調査結果は会員企業へ還元し、周知活用を図
る。

職場定着率向上のための
支援（実施施策の還元）

令和３年１月中旬に会
員企業へ調査結果を
還元する。

令和３年１月に調査票を
まとめ会員企業326社に
送付した。

【コロナ対応】
　新型コロナウイルスの感染拡大を受け、会員所
属企業へのアンケート調査、５委員会での意見
交換、８月に開催した「岩手経済戦略会議
2020」の議論を踏まえ、岩手経済同友会緊急提
言「ウイズコロナ下における地域経済の活性化に
向けて」をまとめ１０月２８日、岩手県達増拓也知
事に提言書を手交した。この中で地域振興に向
けた「人づくり」の強化、岩手での生活、岩手での
仕事に向けた「分散型社会」への実現に向けた
受け入れ環境の整備などを盛り込み、県民が岩
手で働くための施策の展開を要望した。

【コロナ対応】
　３月例会(３月15日)で㈱大和総研執行役員柏
崎重人氏と主席コンサルタント大村岳雄の2氏を
講師に、「地方創生～アフターコロナを見据えて」
と題して、コロナ禍の現状、岩手の進学率、就職
動向などの分析を講義していただき、アフターコロ
ナに向けた地方創生の検討ポイントなどについて
意見交換した。

特に定めず 会員９２名、会員関連９
名が参加

中
小
企
業
家
同
友
会

1　2020 新入社員合同入社式（４月１日）
　今年度はコロナ禍の中で他の入社式がクローズ
や中止になる中でも、人生の新たな出発である社
会人としての船出をできる限りの努力をして、皆で
声をかけ祝福のメッセージを送る事が大切なこと
ではないか決意し、最大の配慮で開催。

これからの社会人としての
1歩として経営者が自ら関
わりこれからの成長を見守
る
25社～30社
40名参加目標

25社　41名参加 25社　41名参加

岩
手
経
済
同
友
会
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

２　2020 新入社員研修（Ｗｅｂ）
　 当初、１泊研修会で実施する予定だったが、コ
ロナ禍の中で集まることが不可能になったためＷｅ
ｂでの研修となる。
　全３講座　１講座（７～８名×５回）
(1)第１講「マナー研修、何のために働くのか」
(2)第２講「私の人生設計・先輩社員の体験報
告」
(3)第３講「フォローアップ研修」
　この３講座を５月～９月まで開催

働く意義と人生の係わりを
しっかり理解し、自ら成長
していく力を育む
　

24社　40名 23社　38名参加

【コロナ対応】
３　2021オンライン合同企業説明会
　第１回
　７月３日（金）13：00～16：00
　Webを使ったオンライン企業説明会
　第２回
　８月７日（金）10：.00～19：00
　Webを使ったオンライン企業説明会

４　2022オンライン合同企業説明会
　第１回
　３月９日（火）13：00～16：00
　Webを使ったオンライン企業説明会

　
　

新卒採用に積極的企業
が集い、直接企業の魅力
を伝えることで、1人でも
多くの若者が地元に目指
すきっかけとなることを目
指す。
誰もが人間として尊重さ
れ、共に生きがいをもって
働ける企業づくり、地域づ
くりへ向け、社内の環境づ
くりのスタートとします。「わ
がふるさとで力を発揮した
い」という若者の思いと
「優秀な人を採用したい」
という中小企業の切実な
願いに橋をかけ、お互い
の思いとふれあうことで、
採用実現へ向けた取り組
みとする

参加企業
　8～10社

参加企業　16社

５　2022就職情報Guide「ACT」発刊
　

会員企業が冊子を通し
て、大学、短大、専門学
校、高校生に地元企業の
魅力と知ってもらい、情報
誌を就職の選択の入り口
として活用してほしい。

25社 23社

１　福祉人材センター（無料職業紹介事業）の求
人・求職に関する相談及び職業紹介

センター紹介による採用
者数の増

年間150人 172人

２　介護・保育・福祉の就職相談会の開催（５月、
12月）

求職相談者の参加者増 求職者150人 225人、128法人

３　小学校・中学校・高校対象の福祉のしごと紹
介事業（出前講座）の実施　※福祉の仕事の理
解と関心を高め、進路選択につなげる

実施する学校の増
（新規校の開拓）

年間15校 申込　25校
参加　1,383人

４　岩手県保育士・保育所支援センターにおける
保育士の確保（専任コーディネーターによる相談・
就労支援）

コーディネーターが関わっ
た就職者の増

年間70人 108人

５　新任保育士（就業継続支援）研修会の開催
　　※定員減にして開催

研修への参加により就業
継続につなげる

年間１回
100人

36人
※コロナ禍により規模縮
小

６　潜在保育士再就職支援研修会の開催 研修への参加により再就
職につなげる

年間３回
40人

３回（34人）

中
小
企
業
家
同
友
会

社
会
福
祉
協
議
会
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

７　ほいくしカフェ（潜在保育士悩み相談室）の開
催

カフェへの参加により再就
職につなげる

年間８回 ８回（20人）

８　介護人材マッチング支援事業の実施（県内に
キャリア支援員７名を配置し、求人・求職のマッチ
ングを行う）※以下NO.9～NO.15の事業を介護人
材マッチング支援事業の一環で実施

キャリア支援員が関わった
就職者の増

マッチング数
年間100人
求職相談者数
年間1,000人

259人

2,215人

９　介護のしごと体験事業の実施（介護未経験
者、異業種からの転職などの求職者に対し就労
体験をコーディネート）

体験者の就職率を上げる 年間80人
就職率50％

59人
（74.57％）

10　潜在有資格者再就職支援講座の開催 講座への参加により再就
職につなげる

年間８回 ８回

11　介護の職場見学会(魅力発見バスツアー) の
開催
　※県央第２回目は中止

介護の仕事に関心のある
方（高齢者・未就労女性）
を就職につなげる

県央２回
沿岸(宮古)１回

２回/20人
　県央１回/11人
　宮古１回/９人

12　小規模介護事業所就職面談会の開催 求職者を就職につなげる 年間７回 ７回

13　小規模事業所合同研修会の開催 小規模事業所職員の研
修機会拡大

年間27回 27回
(136事業所、413人)

14　介護カフェ（介護のしごと悩み相談会）の開催 カフェへの参加により再就
職につなげる

年間８回 ８回（37人）

15　介護入門研修会の開催 介護の仕事に関心のある
方を就職につなげる

年間２回
（６月、９月）

６月（参加14人、終了13
人）
９月（参加13人、終了12
人）

１　新規就農者の確保・育成
○担い手育成特定資産事業を活用した新規就
農者の確保・育成
○県内外での就農相談活動
○農業体験研修
○就農関連情報の収集・発信
〇無料職業紹介

新規就農者数の増加 260名
（県設定）
うち農業公社対応45
名

312名
うち農業公社対応36名

２　就農相談活動
〇県内外での就農相談活動(再掲)
○担い手育成基金助成事業を活用した新規就
農者の確保・育成（再掲）
○就農関連情報の収集・発信（再掲）

相談件数の増加 300人
（新規200人、
再相談100人）

348人
（新規250人、
再相談98人）

１　無料職業紹介事業 ・若年労働力の確保 15人 12人

２　森林の仕事ガイダンス（東京外） ・職業としての林業紹介及
び体験等

15人 ２人

３　啓発普及対策事業（フィールドワーク） ・職業としての林業紹介及
び体験等

15人 24人

４　事業体のＰＲ活動支援 ・林業事業体の活動及び
雇用状況等の発信

30社 25社

１　青少年、漁業志向青年等の漁業への就業促
進・維持確保に関する活動への支援 助成件数

(1)小中学生を対象とした漁業体験・学習活動へ
の支援

(1)11件 (1)10件

林
業
労
働
対
策
基
金

岩
手
県
農
業
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

(2)水産系の高校生を対象とした実践的な活動へ
の支援

(2)３件 (2)３件

(3)青年等を対象とした漁業体験・学習活動への
支援

(3)１件 (3)０件
※コロナで中止

２　新規漁業就業者の育成に関する活動への支
援

(1)全国漁業就業者フェアへの出展支援 (1)フェア参加回数 (1)１回 (1)３回
(リアル１回、オンライン２
回)

(2)就業希望者の漁家での長期研修の支援 (2)長期研修生支援数 (2)５名 (2)７名

(3)いわて水産アカデミーの運営支援 (3)第２期生の給付支援
数

(3)３名 (3)１名

１　現場見学会の実施
（建設業の広報宣伝等）
７月～10月
土木系工業高校　６校
建築系工業高校　３校
産業技術短期大学校　２校
高等技術専門校　１校

土木系
　６校　204名
建築系
　６校　157名

２　２級土木・建築施工受験準備講習会の開催
（入職促進等）
土木　10月
建築　11月
土木系工業高校　６校
建築系工業高校　３校

土木系
　６校　162名
建築系
　３校　 90名

３　３DCAD講習会の開催
土木系工業高校

１校　41名

４　２級土木・建築施工受験準備講習会への交
通費助成
（入職促進等）
土木　10月
建築　11月
土木系工業高校　６校
建築系工業高校　３校

土木系　６校
建築系　３校

５　インターンシップの受入れ
（入職促進等）
８月～10月
盛岡工業高校
花巻農業高校
黒沢尻工業高校
水沢工業高校
その他

５校　135名

６　就職懇談会、就職相談会の開催
（入職促進等）
盛岡工業
　土木科、建築・デザイン科
盛岡支部管内各社

令和３年２月19日
工業高校　74名
会員23社　50名

岩
手
県
漁
業
担
い
手
育
成
基
金

岩
手
県
建
設
業
協
会
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

７　若年者入職懇談会
（入職促進等）
11月
土木系工業高校６校
建築系工業高校３校
各部門長
協会正副会長、支部長

10月９日
工業高校11名
協会22名

８　建設業ふれあい事業
（建設業の広報宣伝等）
７月～10月
県内各支部　13ヶ所

13支部
小学校・中学校生徒、教
員等1,284名

９　いわて建設業みらいフォーラムの開催につい
て
（建設業の広報宣伝等）
10月21日
県内高校・一般県民

普通校を含めて９校10科
336名

10　就職前準備研修
（離職率の改善等）
３月
会員新規入職者対象
富士教育運連センター

７社20名

11　「けんせつ小町部会」事業参加
（建設業の広報宣伝等）
職場見学
セミナー
その他

研修会43名
高校生との意見交換会
13名
現場見学会29名

12　ＦＭ岩手「らじこう」出演
県内工業系高校対象

９校10科21名

１　６年目となる岩手大学との提携講座（連合岩
手の寄附講座・１４回シリーズ）「現代の諸問題」
において、連合岩手役員のほか、県外大学教
員、岩手労働局監督課長、県定住推進・雇用労
働室長等からの講義を実施。働くうえで必要な
ワークルールや、県内労働組合の取り組み、「い
わてで働こう推進協議会」の取り組み等を紹介す
る。【オンライン授業】

基本的なワークルール、
地元で働くことの意義、地
元企業、労働組合の活動
等を紹介。

履修者数150名×14
回

４月～７月で14回実施。
履修者
150名

２　今年度から岩手県立大学においても、岩手大
学と同様の提携講座（15回シリーズ）を実施する
こととなった。
　（昨年度までは総合政策学部の「法学実習」とし
て実施していた）

基本的なワークルール、
地元で働くことの意義、地
元企業、労働組合の活動
等を紹介。

履修者数20名×15回 10月～１月実施。
履修者　20名

３　「働き方改革」の実効性を高めるため、長時間
労働是正に向けた「キャンペーン」の取り組みを実
施する。

民間企業、公務職場も含
めた長時間労働の是正に
向けた世論喚起と時間外
労働管理の適正化の促
進。
全国的にも長いと言われ
る本県労働時間の短縮。

全国的な取り組み期
間に合わせ、県内でも
キャンペーンを実施す
る。

コロナの影響で予定通り
の実施はできず。

４　働き方改革関連法施行に伴い実効ある労働
環境の促進を図る。

改正法第10条の３により
新たに設置される協議会
への参画、意見反映。

１１月２７日開催された協
議会で意見を申し上げま
した。

岩
手
県
建
設
業
協
会
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

日
本
労
働
組
合
総
連
合
会
岩

手
連
合
会

５　長時間労働、不払い残業等を改善するため
「Action36」を連合が提唱し、全国展開する。

3月6日を「36（サブロク）
の日」として厚生労働省、
全国社会保険労務士会、
日本弁護士連合会などの
協賛を得て、36協定締結
に向けたキャンペーン等を
実施する。

2020春季生活闘争と
合わせ、県内各地での
街頭宣伝活動、労働
相談等を行う。

コロナの影響で予定通り
の実施はできず。

１　いわてＵ・Ｉターンクラブを活用した採用活動を
　昨年に引き続き東京で行う。

開催見合わせ

２　各銀行で事業者向けセミナーを開催する。 【岩手銀行】
・雇用調整助成金無料
ＷＥＢ相談会を５/13、５
/20、５/27に開催
・テレワークセミナーを６/
２にWEB開催
・ＩＴ導入補助金活用セミ
ナーを６/19にWEB開催

３　2020年度の新入行員採用数 岩手銀行　66名
北日本銀行　48名
東北銀行　21名

４　北日本銀行が３度目の健康経営優良法人に
認定

３/４　経済産業省より認
定される

５　服装の自由化 岩手銀行が令和３年４月
１日より、北日本銀行が
令和２年12月1日より実
施。

１　新入職員研修の実施（県内６信金合同） 10/22～23日実施予定 10/21～23開催(1日プ
ラス）
県内6金庫2020年度採
用職員　48名　受講

2021年度県内６信用金
庫採用予定人数　51人
(男19人、女32人)

２　大学、企業主催の合同企業説明会への参加 令和３年３月予定 ３月１日盛岡大学主催
合同企業説明会参加
３月６日東北学院大学参
加

３　営業時間の昼窓口休業実施 宮古、一関、花巻、水沢
信用金庫の一部店舗に
て実施済

銀
行
協
会

信
用
金
庫
協
会
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

１　業界及び企業理解のためのイベントへの支援 高校生や大学生、保護
者、教員の地域企業等へ
の理解を深める機会を提
供する。

・ふるさと発見!大交流
会 in Iwate 2020」へ
の協力
・岩手県内企業紹介
キャラバンへの協力

・中止

・岩手県内企業紹介キャ
ラバン
11/11(水)岩手県立大
学宮古短期大学部での
開催の企業募集

２　いわて就職マッチングフェアの開催 県内企業が人材を確保す
ることができる機会を提供
する。

・年度内５回開催
・参加者数延べ1,700
人以上

４回開催

○フェアⅣ
８/８(土)
求職者数 220名
出展企業数124社

○フェアⅤ12/26(土）
求職者数139名
出展企業数90社

○フェアⅠ
２/20(土)
求職者数241名
出展企業数115社

○フェアⅡ
３/13(土)
求職者数305名
出展企業数124社

会場はいずれも
産業文化センターアピオ

・マッチングフェア参加
企業のうち参加者を雇
用できた(見込を含む)
企業数（実数）218
社、就職者数310人

マッチングフェア参加企
業のうち雇用できた(見込
を含む)
企業数58社
就職者数84人

３　東京都でのＵ・Ｉターンフェアの開催 県内企業と県外在住の求
職者のマッチングの機会
を提供する。

・年度内２回開催
・参加者数延べ200人
以上

１回開催
○フェアⅠ
11/８(日)～14(土)
県が主催する「いわて移
住week」と共催して開催
参加者数延べ235名（う
ち企業個別相談34件）
会場：オンライン

○フェアⅡ
２/11(木・祝)
新型コロナウィルスの影
響により中止

ふ
る
さ
と
い
わ
て
定
住
財
団
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

・Ｕ・Ｉターンフェア参加
企業のうち参加者を雇
用できた(見込を含む)
企業数（実数）20社、
就職者数30人

Ｕ・Ｉターンフェア参加企業
のうち参加者を雇用でき
た(見込を含む)
企業数１社
就職者数５人

４　就職活動交通費の支援 県外からいわて就職マッ
チングフェアに参加する際
の交通費を支援する。
東北地区居住者（岩手圏
以外）5,000円
東北地区以外の居住者
10,000円

― 140件支給
￥1,015,000
＜内訳＞
東北地区77名、
東北地区以外63名

５　財団ホームページでの情報発信や就職イベン
トの開催を通じて学生等の県内企業の認知度向
上

・財団ホームページの魅
力向上及び誘引強化

ホームページ訪問件
数
月平均14,000件

月平均18,030件

６　【コロナ対応】
令和２年度高校生未内定者等の就職面談会事
業（岩手県からの受託事業）

高校生未内定者及び解
雇、雇止めとなった労働
者等と県内企業との面談
の場を設置し、マッチング
の機会を提供する。

県内３地区（県南、沿
岸、県北）で開催

２回開催
○県南地区
11/19(木)
求職者数11名
出展企業数44名
会場：プラザイン水沢
○沿岸地区
中止
○県北地区
12/２(水）
求職者数６名
出展企業数23社
会場：久慈グランドホテ
ル

各回とも面談会のほか、
出展企業向け研修会を
開催し、研修会の内容を
ホームページ上でＷｅｂ
配信

１　プロフェッショナル人材戦略拠点事業
　中小企業等におけるプロフェッショナル人材の活
用による経営革新の実現を促進するため、人材
紹介会社とのマッチング支援を行う。

(1)新規相談対応件数
(2)人材紹介成約件数

(1)新規相談件数
200件
(2)成約件数50件

(1)新規相談件数　260
件
(2)成約件数51件

２　人材還流定着促進事業
（いわて産業人材奨学金返還支援制度）
　県内ものづくり企業等の人材を確保していくた
め、いわて産業人材奨学金返還支援制度を周知
活用し、大学生の県内定着を促進する。

認定者数 認定者120名 認定者48名

い
わ
て
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー

ふ
る
さ
と
い
わ
て
定
住
財
団
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

３　中小企業総合的成長支援事業
　県内ものづくり企業において専門技術を持つ人
材確保が課題となるなか３Ｄデジタルものづくり、Ｉｏ
Ｔ、ＡＩ、ロボット等の導入・活用による生産性向上
への取組みと設計開発力強化により、産業機械、
ＦＡ機械、医療機器、航空機、加速器、スマート農
林業機械等（新産業）へと自社の事業領域を拡
大し、多様な人材登用と長期安定的な雇用創出
を目指す。

新規雇用数 Ｈ３１～Ｒ３
３年間合計１７２名（う
ち良質な雇用による就
職者数101人　全機関
合計）

・新規雇用数H31～累計
645人
※うち良質な雇用135人
（全機関合計）

４　ものづくり産業人材育成事業（県委託事業）
　自動車・半導体関連産業の集積に対応し、県
内ものづくり企業の確保と生産品目の高品質化に
対処できる技能者・技術者を育成する。

・求職者向けにセミナーや
基礎講習の実施
・在職者向けに講習会、マ
ンツーマン型指導の実施

・就職者数21人
・育成者数13人

・就職者数29人
・育成者数156人

【コロナ対応も含む】
２　窓口相談会への専門家派遣
　商工会議所・商工会や中小企業団体連合会
等において、窓口相談会を実施します。（出張相
談）

商工会議所等の相談窓
口などにおける個別相談
支援

年間
延べ300回を見込む

413回

3　学校向け出前授業
　大学、専門学校、高等学校等の生徒さんや学
生さんが、卒業後に安心して社会に出て行けるよ
う、「労働に対する考え方」、社会人として知って
おくべき「労働関係の法律」や「社会保険制度の
仕組み」などについて、ご説明させていただきま
す。（出張相談）

大学、専門学校、高等学
校での出前授業

年間
延べ20件を見込む

７回

開所日時
月曜～金曜日
午前９時～午後５時
（行政機関の開庁日に開
所）

年間
延べ200件を見込む

309件社
会
保
険
労
務
士
会

い
わ
て
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー

【コロナ対応を含む】
１　企業訪問による出張相談支援（個別訪問）
(1)　中小事業主等の希望により、派遣型専門家
が訪問して、雇用管理の改善、就業規則の見直
し等に係る技術的な助言・相談支援を実施しま
す。
(2)　本事業への利用勧奨、専門家派遣の斡旋
等について企業訪問等による開拓を実施しま
す。
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

学
事
振
興
課

　「いわて職業人材育成事業費補助」により、企
業等と密接に連携して、最新の実務の知識・技
術・技能を身につけられる実践的な職業教育に
取り組み、県内就職・若者定着（早期離職防
止）に貢献する専修学校を支援

「職業実践専門課程」
認定校数

15校 16校

地
域
振
興
室

「複業」を通じて岩手とのつながりを持ち、貢献し
たいと考えている首都圏人材と人材不足に直面
している企業等のマッチングの実施

「複業」を通じた関係人
口の増加

複業等の実現件数
今後実施予定
20件

25件

いわて女性の活躍促進連携会議の構成団体で
ある産業団体、経済団体と連携した取組を実施

１　いわて女性活躍企業等認定制度やイクボス
など女性活躍関連制度の普及拡大を図り、女
性が働きやすい環境づくりを促進

制度を周知し、認定企
業数を増やす

（設定なし） 認定数237社

イクボス宣言　184
社

２　女性活躍に向けた経営者や管理職の理解
促進を目的としたセミナー等の開催

研修受講者を増やし、
女性活躍への理解を
深める

経営者研修受講者
数〔累計〕

オンラインセミナー
開催（２回）

Ｒ２累計 受講者数92名

480人

３　企業や団体が主催する女性の活躍促進に
関する研修会等へ講師を派遣

研修受講者を増やし、
女性活躍への理解を
深める

ワーク・ライフ・バラン
ス研修会（出前講
座）受講者数

オンライン動画配
信により実施

（設定なし） 受講者数
24企業・団体
　延べ255名

４　若手社員が将来目指したいと思うモデルを示
す研修会を開催

研修受講者を増やし、
女性活躍への理解を
深める

女性のエンパワーメ
ント研修（ロールモデ
ル提供事業）受講者
数〔累計〕

オンラインセミナー
開催（１回）

Ｒ２累計 受講者数54名

397人

５　中堅女性社員が自身の目指すリーダー像の
確立やリーダーとして活躍することへの動機づけ
となる研修会を開催

研修受講者を増やし、
女性活躍への理解を
深める

（設定なし） オンラインセミナー
開催（１回）

受講者数48名

６　今後進展が見込まれるデジタル社会におけ
る女性活躍や女性人材育成を目的としたセミ
ナーを開催

研修受講者を増やし、
女性活躍への理解を
深める

（設定なし） 参加者　63名

取組内容

【岩手県】

取組目標 目標値

若
者
女
性
協
働
推
進
室
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

１　いわて子育てにやさしい企業等認証制度の
普及拡大

延べ認証数 令和元年度からの累
計215件

220件

２　保育士・保育所支援センター事業における
マッチング

マッチング件数 令和元年度からの累
計265件

228件

３　ひとり親家庭等就業自立支援センター事業
における就業相談等

就業相談件数 （設定なし） 138件

就職件数 ６件

１　県民主体の健康度アップ支援事業
（企業の従業員を対象に歩行数増加を主とする
チャレンジマッチを実施し、企業の「健康経営」を
支援する。）

チャレンジマッチの参加
者数

800人 625人

２　いわて健康経営事業所認定制度
（「健康経営」に積極的に取り組む事業所等を認
定し、その取組を医療保険者等と協働して支援
する。）

健康経営宣言事業所
数

900事業所 1,361事業所

長
寿
社
会
課

特別養護老人ホーム等での処遇改善実施の推
進
・管理者向け労働環境整備のための処遇改善
加算セミナーの開催（令和２年11月11日）

特別養護老人ホーム
における処遇改善実施
率

100% 100%

１　新規就農者の確保・育成
・就農相談会の実施
・農業体験機会の提供
・経営発展段階に応じた体系的な研修の実施
・農業次世代人材投資資金の活用支援
・青年等就農資金の活用支援
・新規就農者を対象とした各種補助事業の活用
支援

新規就農者数 260名／年 概ね達成見込み
（令和３年５月確
定見込）
（令和元年度実績
268名）

２　農山漁村女性の起業化支援
・起業者及び起業志向者に対する相談対応・指
導
・講座開催や個別支援による事業計画作成・実
行支援
・各種事業、資金等による施設・機器導入支援
・アドバイザー派遣によるビジネス活動支援

農産物の加工等に取り
組む個人や組織の数

（設定なし） 調査中
（令和３年８月確
定見込）
（令和元年度実績
408件）

１　将来的に林業経営体の中核となり得る現場
技術者を養成するため、いわて林業アカデミー
を設置（平成29年４月）

修了生数 15名 16名

２　林業の魅力をＰＲするために、高校生を対象
とした林業機械操作研修を開催する

開催回数 ３回 ３回

３　雇用の安定化に向けて、就職先となる林業
経営体に対し、生産性・収益性の高い林業経営
を実現するための森林経営実践力アップ研修を
開催

開催回数 ４回 ４回

森
林
整
備
課

農
業
普
及
技
術
課

健
康
国
保
課

子
ど
も
子
育
て
支
援
室
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

１　いわて水産アカデミー運営事業
　平成31年４月に開講した、いわて水産アカデ
ミーにおいて、第２期生の育成（全員を漁業就
業・地域定着に誘導）、第３期生の確保を行っ
た。

(1)第２期生の育成

(2)第３期生の確保

(1)８人

(2)10人

(1)６人

(2)７人

２　いわて三陸新規漁業就業者確保・定着支援
事業（沿岸広域振興局地域経営推進費）
・　漁業体験の受入れが可能な漁業者等をリス
ト化し、体験希望者の希望に沿った漁業体験の
実施を支援した。

漁業体験の参加人数 ６人 １人

３　明日の浜人応援事業（県北広域振興局・地
域経営推進費事業）
・　地域内の担い手候補者を対象とした漁業実
習等を行った。

(1)地域の一般の方対象（漁業実習）
・定置網実習の実施

(1)漁業実習等の実施 (1)漁業実習
・８人

(1)漁業実習
・１人

(2)地元高校生対象(座学・見学)
・２年生：漁業に関する座学、栽培漁業施設見
学

(2)久慈東高校を対象
とした座学、栽培漁業
施設の見学を実施

(2)座学・見学
・２年生８人

(2)座学・見学
・２年生８人

(3)地元高校生対象（漁業実習）
・３年生：漁業実習の実施（希望者）

(3)久慈東高校を対象
とした漁業実習を実施

(3)実習
・３年生３人

(3)実習
・３年生３人

１　建設業総合対策事業による新分野進出
・業種転換、入職促進や処遇改善、若者や女
性が働きやすい環境整備の促進に対する支援
・（一社）岩手県建設業協会に設置する「経営支
援センター」に対する補助
・（一社）岩手県建設産業団体連合会が行う「け
んせつ小町」の取組に対する補助

〇経営支援センターの
助言等による新事業立
ち上げ企業数（累計）

○若者、女性の活躍推
進、経営力強化を目的
とする講習会の受講者
数

129社

2,000人

130社

2,300人

２　以下の取組による生産性向上・建設業従事
者の処遇改善へ向けた環境整備

・労務単価の適切な設定
・i-Constructionの推進（ＩＣＴ活用工事の発注、
施工時期の平準化、週休２日モデル工事の試
行）
・県営建設工事の競争入札参加資格者を社会
保険への加入業者に限定

〇 ＩＣＴを活用した県営
建設工事の実施件数
（累計）

35件 43件

水
産
振
興
課

建
設
技
術
振
興
課
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

1　生徒の職業観、職業意識の形成・向上を図
るため、各学校で実施しているインターンシップ
を支援し、県内高校生が各公所や県内企業に
ついて理解を深められるようにする。

・インターンシップを継
続実施する全日制高
等学校を増やす

83.0% 61.9%

２
・商工労働観光部が各広域振興局に配置して
いる「就業支援員」を高校に兼務発令し、生徒
一人一人にあったきめ細かい進路指導を展開
する。
・商工労働観光部及び農林水産部と連携した
専門高校における実技講習や現場実習等を支
援し、生徒の適性に応じた職業選択ができるよう
にする。

・学校への情報提供、
生徒への就業支援

・ものづくり人材、農業・
林業・水産業の担い手
育成

就業支援員３９名を
併任発令

就業支援員39名
を併任発令

・「いわて建設業みらいフォーラム」への参加の
周知（普通高校生）

・建設業への興味・関
心を高めるとともに、正
しい理解につなげる

建築・土木に関す
る学科以外の高校
生７名参加

１　「いわて女性の活躍促進連携会議」の下に
設置した「女性の就業促進部会」において、女性
が企業等で活躍するために求められるものや、
女性の能力を引き出す取組等について意見交
換等を実施する。

関連機関との意見交換
等を実施し企業の経営
者や管理職等に対する
意識醸成を図るととも
に、女性が「岩手」で働
きたいと思える「岩手で
働くメリット」「働きやす
さ」などを提言等として
まとめ、次年度以降の
県の施策に反映させ
る。

（設定なし） -

２　大学と連携し、県内高等教育機関を核とした
ＡＩ人材育成に係るセミナーを開催するほか、セ
ミナー受講者の県内定着を図るため、県内企業
視察等を実施。

ＡＩ技術に係る人材育成
講座実施回数

Ｒ２：２（回） ２回

１　地域の課題に取り組む「社会性」「事業性」
「必要性」の観点をもった起業を、起業支援金に
より支援

本支援による起業者数 ５人 ５人

２　創業者が取り組む新商品・サービスの開発
等に対し、制度融資による資金面での支援を実
施。

県制度による創業者向
け資金の融資額

5.9億円 5.2億円

経
営
支
援
課

学
校
教
育
室

商
工
企
画
室
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実績値

（Ｒ３.３.31現在）

取組内容 取組目標 目標値

１　「いわてものづくり産業人材育成・確保・定着
指針」に基づく取組
　同指針に基づき、産業界、教育界、行政が一
体となって、小中高生、大学生等、企業人の各
ステージに応じたものづくり産業人材の育成・確
保・定着の取組を推進【集積】

人材育成会議の開催 Ｒ２：１回 １回

２　ものづくりネットワークと連携した産業人材育
成
　ものづくりの基盤となる人材を継続的に育成
し、確保と県内定着を図るため、県内５地域で、
企業・学校・行政で構成する「地域ものづくりネッ
トワーク」と連携し、小中高生や保護者・教員を
対象とした工場見学・出前授業、工業高校生を
対象とした実技講習・インターンシップ、企業人
を対象とした各種人材育成を実施【集積】

ものづくりネットワークと
連携した工場見学の参
加高校生数

R２：1,900（人） 1,572人

３　高度技術者等の育成
　産業構造の変化や企業ニーズに即した多様な
高度技術に係る人材を育成するため、関係機
関による企業人の受入、各種セミナー、講習等
を開催【集積】

三次元設計開発技術
を習得した高校生数

Ｒ２：70（人） 100人

４　高度人材の県内定着等
　産業の高度化に伴う高度人材需要の高まりに
対応するため、県内外の大学生を対象とした企
業見学会と企業説明会の実施【集積】

大学生を対象とした企
業見学会・企業説明会
の開催

R２：５回 11回

５　いわてで輝く若手人材ＰＲ動画制作
　県内のものづくり産業及び地域産業で働く若手
人材の活躍をＰＲする動画を作成し、高校の授
業や県動画サイト等で情報発信することで、県
内就職の促進、人材の確保・定着を図る。【集
積】

高校の授業等での活
用

12月28日完成
（1月上旬：県内高
等学校、市町村、
関係機関等に配
付）

６　Ｕ・Ｉターンの促進
　ものづくり産業を支える人材を確保するため、
県外大学等に進学した理工系学部の学生に対
し、Ｕ・Ｉターンマッチングコーディネーターによる
県内企業の情報提供を実施【集積】

大学生を対象とした企
業見学会・企業説明会
の開催回数（再掲）

Ｒ２：５回
（再掲）

11回

７　いわて産業人材奨学金返還支援事業
　県内ものづくり企業等の技術力・開発力の向上
等を担う産業人材を確保し、地域産業の高度
化、持続的な発展を推進していくため、奨学金
返還の一部を助成することにより、大学生等の
県内への定着・還流を図る。【もの】

・県と連携して助成する
企業の募集と認定

・支援対象者の募集と
選定

Ｒ２援対象者120名
程度

応募者48名
認定

も
の
づ
く
り
自
動
車
産
業
振
興
室
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